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建設時考慮されていない応力変動の抽出プロセスについて 

 高経年化技術評価書で想定している経年劣化事象は，評価対象機器の構造（型式等），使用環境（内

部流体等），材料等により，「高経年化対策実施基準 2008 版」附属書 A（規定）の「経年劣化メカニズ

ムまとめ表」および最新知見として「高経年化対策実施基準 2015 版」附属書 A（規定）の「経年劣化

メカニズムまとめ表」を参考にしている。

また，これまでの高経年化技術評価を参考にすると共に，スクリーニング未実施の島根原子力発電

所１号炉の 40年目の高経年化技術評価実施以降～2016 年 3 月の国内外の運転経験，最新知見につい

て，これまで実施した先行プラントの技術評価書を参考にし，高経年化技術評価への影響を整理し，

技術評価への反映要否を判断した。なお，スクリーニング対象期間以降の最新知見，運転経験につい

ては，審査の状況等も踏まえ，適宜反映することとしている。 

1．運転経験

国内運転経験として，原子力安全推進協会が運営している原子力発電情報公開ライブラリー（以下，

「NUCIA 情報」という。）において公開されている「トラブル情報」「保全品質情報」「その他情報」を，

海外運転経験として，NRC(米国原子力規制委員会；Nuclear Regulatory Commission)の Bulletin，

Generic Letter，Information Notice および Regulatory Issue Summary を対象としてスクリーニン

グを実施。 

期間中の情報において，新たに高経年化技術評価書に反映すべき運転経験を抽出する。 

2．最新知見 

スクリーニング対象期間中に発行された原子力規制委員会文書および日本機械学会，日本電気協会，

日本原子力学会の規格・基準類ならびに原子力規制委員会のホームページに公開されている試験研究

の情報等を検討し，高経年化技術評価を実施する上で，新たに反映が必要な知見を抽出する。 

3．低サイクル疲労評価に反映すべき事象について 

1．および 2．の調査結果より，建設時に考慮されていない応力変動で低サイクル疲労に加えるべき

ものは抽出されなかった。 

 ただし，高サイクル熱疲労の観点で抽出された事象があるため，4．に記載する。なお，本事象は高

経年化技術評価書にて，既に評価を実施しているものである。 

4．建設時に考慮されていない高サイクル熱疲労について 

運転経験により建設時考慮されていない高サイクル熱疲労現象は，日本機械学会基準「配管の高サ

イクル熱疲労に関する評価指針」（JSME S 017）（以下，「JSME 指針」という）により「高低温水合流

型」，「キャビティフロー型熱成層」，「運転操作型熱成層」，「弁グランドリーク型熱成層」，「弁シート

リーク型熱成層」があげられ，「運転操作型熱成層」，「弁グランドリーク型熱成層」，「弁シートリーク

別紙２
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型熱成層」については運転操作や弁の保守管理で対応可能とされていることから評価対象外とした。 

 島根 2 号炉において発生することが考えられる「高低温水合流型」および「キャビティフロー型熱

成層」について，平成 19年 2月 16 日付け「高サイクル熱疲労に係る評価及び検査に対する要求事項

について」（平成 19・02・15 原院第 2号）の指示により，JSME 指針に基づき評価を行い，「高サイク

ル熱疲労による損傷の防止に関する評価結果について（平成 21 年 4 月）」（添付 1）を経済産業省 原

子力安全・保安院へ提出しており，以降に記載内容の概要を記す。 

《報告内容の概要》 

（1）対象施設 

省令 62 号第 6条および解釈第 6条第 3 項により，以下のとおりである。 

・一次冷却材系

・原子炉浄化系

・残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）

（2）評価対象とする高サイクル熱疲労に係る現象 

評価対象とする高サイクル熱疲労モードは，以下のとおりである。 

・高低温水合流型

・キャビティフロー型熱成層

（3）高サイクル熱疲労割れの評価対象部位の抽出 

a. 高低温水合流型

①原子炉圧力容器給水ノズル

②原子炉再循環系／残留熱除去系吐出合流部

③原子炉浄化系の給水系への戻り部

④残留熱除去系熱交換器出口配管とバイパス配管合流部

b. キャビティフロー型熱成層

①原子炉再循環系ドレンライン

②電動機駆動原子炉給水ポンプミニマムフローライン

（4）高サイクル熱疲労割れに関する評価結果 

上記（3）で抽出した高サイクル疲労割れの評価対象部位について JSME 指針に基づき評価を行っ

た。 

a. 高低温水合流型

抽出された 4 箇所は，経済産業省原子力安全・保安院指示文書「泊発電所 2 号機再生熱交換器胴

側出口配管の損傷を踏まえた検査の実施について－高サイクル熱疲労割れに係る検査の実施につ

いて－」（平成 15年 12 月 12日付け平成 15･12･11 原院第 1号）に従って評価を実施し，問題ない

ことを確認している。 
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b. キャビティフロー型熱成層

（a）原子炉再循環系ドレンライン（A 系，B系） 

評価の結果，原子炉再循環系ドレンラインについて，雰囲気温度と系統運転温度との温度差は，

JSME 指針の判定温度差を超えており，また分岐管鉛直部長さは，分岐管鉛直部長さへの侵入判定

長さおよび分岐管水平部への侵入判定長さを満足しない結果となった。この対応として，第 15

回定期検査期間中に分岐管鉛直部長さが分岐管への侵入判定長さを満足するように配管のルート

変更を行ったため，問題ない。 

（b）電動機駆動原子炉給水ポンプミニマムフローライン（A系，B系） 

評価の結果，給水ポンプミニマムフローラインについて，雰囲気温度と系統運転温度との温度

差は，JSME 指針の判定温度差を超えているが，分岐管鉛直部長さは，分岐管鉛直部への侵入判定

長さを満足しているため問題ない。 

（5）高サイクル熱疲労割れが発生する可能性の高い部位の特定の結果 

上記（4）の評価結果より，検査が必要とされる高サイクル熱疲労割れが発生する可能性が高い部

位はない。 

《報告内容の補足説明》 

添付 2：高サイクル熱疲労の対策として実施した原子炉再循環系ドレンライン配管ルート変更に

伴う温度分布測定結果について 

添付 3：高サイクル熱疲労評価における残留熱除去系熱交換器出口配管とバイパス配管合流部の

評価における温度設定根拠について 
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添付 1（1/14） 
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添付 1（2/14） 
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添付 1（3/14） 
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添付 1（4/14） 
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添付 1（5/14） 
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添付 1（6/14） 
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添付 1（7/14） 
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添付 1（8/14） 
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添付 1（9/14） 
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添付 1（10/14） 
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添付 1（11/14） 
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添付 1（12/14） 
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添付 1（13/14） 
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タイトル
高サイクル熱疲労の対策として実施した原子炉再循環系ドレンライン配管ルート変更

に伴う温度分布測定結果について 

説 明

 原子炉再循環系ドレンラインのキャビティフロー型熱成層評価の結果，雰囲気温度

と系統運転温度との温度差は，指針（社団法人 日本機械学会 配管の高サイクル熱

疲労に関する評価指針 JSME S 017）の判定温度差を超えており，また分岐管鉛直部

長さは，分岐管鉛直部への侵入判定長さおよび分岐管水平部への侵入判定長さを満足

しない結果となった。この対応として，第 15 回定期検査(2008 年度)期間中に分岐管

鉛直部長さが分岐管への侵入判定長さを満足するように配管のルート変更を行ってい

る。 

１．配管ルート変更前の温度分布測定 

原子炉再循環系ドレンラインの温度変動を参考に確認するため，第 15回定期検査前

の通常運転時に温度測定を実施した。温度測定位置および温度分布を図 1～4に示す。

２．配管ルート変更後の温度分布測定 

 上記のように，分岐管鉛直部長さが分岐管への侵入判定長さを満足するように配管

のルート変更を行ったことから，配管ルート変更後の温度測定は実施していない。 

添付 2（1/3） 
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図 1 温度測定位置（A系） 

図 2 温度分布(A 系)

添付 2（2/3） 
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図 3 温度測定位置（B系） 

図 4 温度分布(B 系) 

添付 2（3/3） 
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タイトル
高サイクル熱疲労評価における残留熱除去系熱交換器出口配管とバイパス配管合流部

の評価における温度設定根拠について

説 明

１．高サイクル熱疲労評価に用いた条件と評価結果の概要 

島根 2号炉の残留熱除去系熱交換器（以下「熱交換器」という）出口配管とバ

イパス配管合流部における高サイクル熱疲労評価で用いた残留熱除去系への入口

温度は，表 1に示すように，停止時の最も高温の状態として，停止時冷却モード

による運転開始時の設計最高温度の原子炉温度を想定し，原子炉停止 4 時間後の

燃料崩壊熱と原子炉潜熱を原子炉冷却材温度変化率の最大値で冷却することを想

定して求めた。 

表 1 評価条件とその根拠 

評価条件 根  拠 

停止時冷却モード 

による運転開始時 

の原子炉温度 

182℃ 
停止時冷却モードが運転開始可能となる原

子炉圧力での飽和温度 

原子炉冷却材 

温度変化率 
55℃/h 

保安規定で定める原子炉冷却材温度変化率

：55℃/h 以下 

評価の結果，当該合流部の高温側（バイパス配管）が 182℃，低温側（熱交換

器出口配管）が 126℃となった。 

島根 2号炉で評価に用いた数値とその根拠を表 2に示す。 

添付 3（1/5） 
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表 2 評価に用いた数値とその根拠 

項 目 数 値 根 拠 

T1 残留熱除去系 

入口温度 

(原子炉温度) 

182℃ 停止時冷却モードが運転開始可能となる

原子炉圧力(原子炉圧力 0.93MPa)におけ

る飽和温度 

崩壊熱量 24.6×106kcal/h 原子炉停止 4 時間後の崩壊熱量 

原子炉を 55℃

/h で冷却する

時の除熱量 

28.2×106kcal/h 原子炉冷却材温度変化率 55℃/h 以下 

熱交換器によ

る必要除熱量 

52.8×106kcal/h  ＋ 

熱交換器1基当

たりの除熱量 

26.4×106kcal/h  ÷2 

F1 残留熱除去系 

系統流量 

1,200×103kg/h 設計仕様 

T2 熱交換器 

入口温度 

182℃ T1 と同じ 

T3 熱交換器 

出口温度 

126℃ 除熱量 に対応した流量･温度ﾊﾞﾗﾝｽ計算

により算出 

F2 

F3 

熱交換器 

通水量 

kg/h 

T4 熱交換器 

ﾊﾞｲﾊﾟｽ温度

182℃ T1 と同じ 

F4 熱交換器 

ﾊﾞｲﾊﾟｽ量

kg/h F1-F2 

T5 熱交換器出口 

合流後の温度 

160℃ 

F5 熱交換器出口 

合流後の流量 

1,200×103kg/h F1 と同じ 

添付 3（2/5） 
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２．熱交換器出口温度について 

島根 2号炉と島根 1号炉の比較を表 3 に示す。 

表 3 島根 2 号炉と島根 1 号炉の比較 

島根 2号炉 島根 1号炉 備 考 

定格電気出力 約 82 万 kW 約 46 万 kW 

定格熱出力 約 244 万 kW 約 138 万 kW 

熱交換器 1基 
当たりの除熱量 26.4×106kcal/h 15.5×106kcal/h 

原子炉停止 4 時
間後の崩壊熱量，
原子炉冷却材温
度変化率 55℃/h
の場合 

残留熱除去系 
系統流量 1,200×103kg/h 782×103kg/h 

バイパス流量 
(系統流量に 
対する割合) 

kg/h 
(約 %) 

kg/h 
（約 %） 

熱交換器側流量
(系統流量に 
対する割合) 

kg/h 
（約 %） 

kg/h 
（約 %） 

熱交換器 
入口温度 182℃ 160℃ 

熱交換器 
出口温度 

126℃ 58℃ 

熱交換器の炉水
の通水仕様 

管側通水 胴側通水 

島根 2号炉の熱交換器は，島根 1 号炉と比較して以下が異なる。 

・島根 2号炉では熱交換器の管側に炉水，胴側に冷却水が流れており，管側に

冷却水，胴側に炉水が流れる島根 1号炉の熱交換器と比較して，期待する性

能を得るために必要な被冷却側流体である炉水の流量は増加する傾向があ

る。

・島根 2 号炉の熱交換器入口温度は 182℃と島根 1 号炉の 160℃と比較して高

くなっている。

一般的に熱交換器での除熱量は，熱交換器出入口での被冷却側流体の温度差と

流量の積により表される。除熱量が同じ場合は，被冷却側流体の流量が増加する

と，熱交換器出入口の温度差は小さくなり，出口温度は入口温度に近づくため，

出口温度が高くなる傾向を示す。 

図 1 除熱量と温度差と流量の関係

添付 3（3/5） 

除熱量一定
温度差

流量
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以上より，島根 2号炉では熱交換器の流量が比較的多く，熱交換器出入口の温

度差が小さいため，熱交換器出口温度は，島根 1号炉の 58℃と比較した場合，島

根 2 号炉は 126℃と高くなっていると考えられる。 

島根 2号炉と島根 1号炉の評価概略図を図 2および図 3に示す。 

添付 3（4/5） 
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図 2 2 号炉熱交換器出口配管とバイパス配管合流部の評価概略図 

 

 

 

 

 

図 3 １号炉熱交換器出口配管とバイパス配管合流部の評価概略図 
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